
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立大学財務・経営センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ②  平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成27年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

独立行政法人の役員給与については、独立行政法人通則法において、国家公務員の給与、

民間企業の役員の報酬等、当該法人の業務の実績その他の事情を考慮して定めることとされ

ている。
当法人の役員給与については、一般職の職員の給与に関する法律における指定職俸給表で

定める額と同額と定めている。
当法人は、国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付及び交付などの業務を行う

ことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を図り、
もって国立大学法人等における教育研究の振興に資することを使命としており、職務内容も
高等教育に密接に関わっていることから、日本私立学校振興・共済事業団の長の報酬を参考
とした。

日本私立学校振興・共済事業団の平成26年度の公表資料によれば、平成26年度の理事長及

び理事の年間報酬額（賞与、都市手当、通勤手当を除く）は、9,828千円～12,060千円であ

り、公表対象年度の理事長の月額の給与は1,005千円、理事の月額の給与は819千円であると

推定される。

役員報酬のうち期末特別手当（賞与）について、当法人の役員給与規則第9条において、
文部科学大臣（平成16年度から平成26年度までは文部科学省独立行政法人評価委員会）が行
う業績評価を参考に、その者の実績に応じて100分の10の範囲で増減することができること
としている。

法人の長の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。
月額については、独立行政法人国立大学財務・経営センター役員給与規則

に則り、本俸（912千円）に都市手当(13%)（118.6千円）を加算して算出して
いる。
期末特別手当についても、独立行政法人国立大学財務・経営センター役員

給与規則に則り、基礎額（本給＋都市手当＋（本給×100分の25）＋（本給＋
都市手当）×100分の20）に、6月に支給する場合は100分の147.5、12月に支
給する場合は100分の167.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の在職期間に
応じた割合を乗じて得た額としている。
※基礎額中の本給には本給の切替に伴う経過措置額含む

また、平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律等を改正する法
律に準拠し、①平成27年4月から本給を平均2％引き下げ（本給水準の引き下
げとなる者には経過措置額を支給）、平成28年2月に平成27年4月に遡って本
給を平均0.1％引き上げ、②平成27年4月から地域手当率を3％引き上げ（本部
（千葉市）勤務）、③平成27年12月期の期末特別手当支給率の引き上げ
（0.1ヶ月分）を実施した。
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理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

理事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。
月額については、独立行政法人国立大学財務・経営センター役員給与規則

に則り、本給（720千円）に都市手当（133.2千円）を加算して算出してい
る。

期末特別手当についても、独立行政法人国立大学財務・経営センター役員

給与規則に則り、基礎額（本給＋都市手当＋（本給×100分の25）＋（本給＋

都市手当）×100分の20）に、6月に支給する場合は100分の147.5、12月に支

給する場合は100分の167.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の在職期間に

応じた割合を乗じて得た額としている。

また、平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律等を改正する法
律に準拠し、①平成27年4月から本給を平均2％引き下げ（本給水準の引き下
げとなる者には経過措置額を支給）、平成28年2月に平成27年4月に遡って本
給を平均0.1％引き上げ、②平成27年4月から地域手当率を0.5％引き上げ（東
京連絡所（千代田区）勤務）、③平成27年12月期の期末特別手当支給率の引
き上げ（0.1ヶ月分）を実施した。

該当者なし。

該当者なし。

監事（非常勤）の報酬は月額で構成され、独立行政法人国立大学財務・経
営センター役員給与規則に則り、手当月額120,000円である。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成27年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,119 11,126 4,614
1,240

139
（地域手当）
（通勤手当）

H28.3.31 ※
千円 千円 千円 千円

14,120 8,645 3,792
1,557

127
（地域手当）
（通勤手当）

H28.3.31
◇

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440
（　　　　）

H28.3.31
※

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440
（　　　　）

H28.3.31

注1：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注2：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注3：千円未満四捨五入のため、総額と内訳の合計が一致しないものがある。

法人の長

A理事

B理事

D理事
（非常勤）

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

A監事

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

その他（内容）

B監事

- 3 -



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

当法人は、国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付及び交付な

どの業務を行うことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実並び

に財務及び経営の改善を図り、もって国立大学法人等における教育研究の振

興に資することを目的としている。

そうした組織の中で、当法人の長は、国立大学附属病院が教育・研究・高

度先進医療・地域医療貢献等を実現させるため、その財政・財務・経営面の

下支えをするという法人全体の業務を総括し、組織の円滑な運営を行い、役

職員が一体となって使命を達成するための強力な指導力を発揮することが求

められる。

また、当法人の長は、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平

成25年12月24日閣議決定）において決定された大学評価・学位授与機構との

法人統合を進めるなど、高いマネジメント能力とリーダーシップが求められ

る。
当法人の職務内容は高等教育に密接に係わっており、同様の業務を実施し

ている日本私立学校振興・共済事業団の平成26年度の公表資料の理事長の報
酬（賞与、地域手当、通勤手当を除く）と比較すると、当法人の理事長の報
酬水準は低く抑えられている。

・当法人の理事長の年間報酬：11,126千円
・日本私立学校振興・共済事業団の理事長の年間報酬：12,060千円

当法人の職務内容や日本私立学校振興・共済事業団との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

当法人の理事は、理事長を補佐し、法人の所掌事務を総括整理する立場で

ある。具体的には、管理運営の総括、また事業面では、理事長の命に従い、

センター事業（施設費貸付・交付事業等）の政策調整並びに文部科学省及び

財務省関係との渉外業務等を行う必要があり、当法人の業務内容に精通した

者が理事として適任である。 当法人の職務内容は高等教育に密接に関わっ

ており、同様の業務を実施している日本私立学校振興・共済事業団の平成26

年度の公表資料から理事の報酬（賞与、地域手当、通勤手当を除く）と比較

すると当法人の理事の報酬水準は低く抑えられている。

・当法人の理事の年間報酬：8,640千円
・日本私立学校振興・共済事業団理事の年間報酬：9,828千円

当法人の職務内容や日本私立学校振興・共済事業団との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

該当者なし。

該当者なし。
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　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

非常勤監事には退職
手当を支給しないことと
している

千円 年 月

非常勤監事には退職
手当を支給しないことと
している

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事A

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

法人での在職期間

独立行政法人通則法に、監事は独立行政法人の業務を監査すると定められて

おり、当法人の業務内容に精通した者が監事として適任である。

当法人の職務内容は、高等教育に密接に関わっていることから、同様の業務

を実施している他法人の監事（非常勤）の報酬も考慮する必要がある。

日本私立学校振興・共済事業団の平成26年度の公表資料から監事（非常勤）

の報酬と比較して、当法人の監事（非常勤）の報酬水準は低く抑えられてい

る。

・当法人の監事（非常勤）の年間報酬：1,440千円

・日本私立学校振興・共済事業団監事（非常勤）の年間報酬：5,540千円

当法人の職務内容や日本私立学校振興・共済事業団との比較を踏まえると、

報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や業務の実績、参考となる他独法行政法人との比較を考慮す
ると、役員の報酬水準は妥当であると考える。
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

該当者なし

非常勤監事には退職手当を支給しないこととしている

非常勤監事には退職手当を支給しないこととしている

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

当法人においては、役員に支給される期末特別手当については、平成16年度から平成26年
度まで文部科学省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果を参考にして、平成27年度
からは文部科学大臣が行う業績評価の結果を参考にして、当該手当額の100分の10の範囲内で
増減することができることとしている。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人の職員の給与水準を検討するにあたって、国家公務員の給与のほか、当法人
と類似する事業を行っている日本私立学校振興･共済事業団の職種別平均支給額を参
考にした。
①国家公務員…平成27年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給
与月額は408千円となっており、全職員の平均給与月額は415千円となっている。
②日本私立学校振興・共済事業団の平成26年度の公表資料においての年間給与支給額
は事務係員が3,478～5,625千円、事務主任が5,191～7,136千円、事務係長が6,539～
8,218千円、事務課長補佐が7,653～10,040千円、事務課長が9,055～11,461千円、事
務部長が10,900～12,292千円となっている。
中期計画における人事に関する計画等に基づき、常勤職員数の抑制等を図るととも

に、業務運営の効率化を図り、業務内容・業務量に応じた適正な人員配置を行うこと
により、適正な人件費の管理に努めている。

当法人においては、平成16年より職員の発揮した能率または勤務成績を給与に反映
しているが、平成24年度から人事評価結果を踏まえて本給月額、勤勉手当の支給割合
を決定している。

俸給については、昇給日前１年間の勤務実績をもとに勤務成績を判定し、昇給の区
分を5段階（Ａ～Ｅ）に決定。各昇給区分ごとに定められた号俸数分昇給させてい
る。

勤勉手当については、各基準日における職員の勤務成績を、「特に優秀な者」、
「優秀な者」、「良好な者」「上記以外の者」等に区分し、それぞれの区分に基づく
成績率を乗じて支給される。

独立行政法人国立大学財務・経営センター職員給与規則に則り、本給及び諸手当
（初任給調整手当、扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴
任手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉
手当）としている。

期末手当については、基礎額（本給＋扶養手当＋本給及び扶養手当に対する地域手
当＋役職段階別加算額（該当職員のみ）＋管理職加算額（該当職員のみ））に6月に支
給する場合は100分の122.5、12月に支給する場合は100分の137.5（特定幹部職員に
あっては、6月に支給する場合は100分の102.5、12月に支給する場合は100分の117.5）
を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間の在職期間に応じた割合を乗じて得た額と
している。
勤勉手当については、基礎額（本給＋本給に対する地域手当＋役職段階別加算額

（該当職員のみ）＋管理職加算額（該当職員のみ）に独立行政法人国立大学財務・経
営センター職員給与規則に定める割合を乗じて得た額としている。

なお、平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律等を改正する法律等に準

拠し、①平成27年4月から本給を平均2％引き下げ（本給水準の引き下げとなる者には

経過措置額を支給）、平成28年2月に平成27年4月に遡って本給を平均0.4％引き上げ、

②平成27年4月から地域手当率を3％及び0.5％引き上げ（それぞれ本部（千葉市）勤務

及び東京連絡所（千代田区）勤務）、③平成27年4月から単身赴任手当額の引き上げ、

④平成27年12月から勤勉手当の0.1月分引き上げを実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 35.3 5,826 4,367 209 1,459
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 35.3 5,826 4,367 209 1,459

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注1：対象となる職員は、平成27年3月31日現在で在職している職員のうち、次に掲げる者を除いている。

　　・平成27年度の給与支給がない者（育児休業中）
　　・平成27年度の途中で採用された者
　　・平成28年3月31日に任期満了により退職した者（H28.4.1解散法人）

注2：在外職員、任期付き職員及び再任用職員については、該当者がいないため記載を省略する。
注3：研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）に
　　　ついては、該当者がいないため記載を省略する。

注4：非常勤職員においては、該当者が１名のため、当該個人に関する個人情報が特定されるおそれのある
　　ことから、人数以外の項目は記載していない。

人員区分

非常勤職員

事務・技術

常勤職員

うち賞与平均年齢

事務・技術

うち所定内
平成27年度の年間給与額（平均）

総額
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②

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

2 －

1 －

3 37.2 5,624

2 －

4 28.0 4,111

年間給与額

－　・本部係員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注2：年齢44-47歳の該当者は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額
　　　及び第１・第3四分位について表示していない。
注3：各年齢別の該当者は3名以下のため、年間給与額の第1・第3四分位について表示していない。

　代表的職位

　・本部課長

　・本部課長補佐

　・本部係長

　・本部主任

最高～最低
人員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

－

－

－

－

注1：本部課長、本部課長補佐、本部主任については、該当者が2名以下のため、当該個人に関する個人情報が特定
　　　されるおそれのあることから、人員以外の項目を記載していない。

0

1

2

3

4

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職 人千円
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④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

- - -

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

- - -

％ ％ ％

         最高～最低 - - -

％ ％ ％

61.6 60.4 61.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.4 39.6 39.0

％ ％ ％

         最高～最低 41.5～37.0 41.9～37.4 41.7～37.2

注：管理職員は2名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員
項目

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・地域勘案　　　　　　　　　97.2

－

　当法人事務職員の対国家公務員指数（年齢勘案）が100を超えて
いる理由は、主たる勤務地が東京都千代田区にある東京連絡所で
あり、１級地の地域手当（18.5％）が支給されていることが挙げられ
る。
　また、当法人は組織規模が小さいため、組織における課長級及び
係長級の人員の割合が国家公務員全体におけるそれら役職の割合
より高くなっていることも挙げられる。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　36.7％】
（国からの財政支出額　57,300,892,000円
  支出予算の総額　155,983,011,694円：平成27年度予算）

【累積欠損額0円（平成27年度決算）】

【平成27年度支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合
0.1％】

【管理職の割合　22.2％（平成27年度4月1日現在の常勤職員（事
務・技術）18人中、4人）】

【大卒以上の高学歴者の割合　72.2％（平成27年度4月1日現在の
常勤職員（事務・技術）18人中、13人）】

【検証結果】
　当法人の給与制度は国家公務員に準拠しており、平成27年度の
対国家公務員指数においては100を超える数値となっている。これ
は、主たる勤務地が東京都千代田区となっており、１級地の地域手
当（18.5%)が支給されていることが要因として挙げられる。また当法人
は組織規模が非常に小さく、指定算定対象者12名中に課長や係長
などの役職者が複数含まれていることもその要因となっている。
　日本私立学校振興・共済事業団の平成26年度の公表資料におい
ての年間給与支給額は事務係員が3,478～5,625千円、事務主任が
5,191～7,136千円、事務係長が6,539～8,218千円、事務課長補佐
が7,653～10,040千円、事務課長が9,055～11,461千円となっている
が、当法人の同職位の平均月給はいずれも日本私立学校振興・共
済事業団の平均支給額未満となっているため、当法人の給与水準
は妥当であると考える。

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　96.9

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　107.8

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　106.7

　給与水準の妥当性の
　検証

（主務大臣の検証結果）
　地域差及び学歴差を是正した給与水準の比較指標では国家公務
員の水準未満となっていること等から給与水準は適正であると考え
る。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成26年度 平成27年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

区　　分

給与、報酬等支給総額
157,397 141,466

3,570

注1：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　　期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　　記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
16,936 22,643

188,995198,488

退職手当支給額
188

注2：「給与、報酬等支給総額」及び「非常勤役職員等給与」においては、賞与引当金繰入額を
　　　含まないため、財務諸表の附属明細書「役員及び職員の給与の明細」における常勤及び
　　　非常勤の合計額と一致しない。

注3：「非常勤役職員等給与」においては、人材派遣契約にかかる費用を含んでいるため、財
　　　務諸表の附属明細書「役員及び職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しな
　　　い。

23,967 21,315

福利厚生費

○ 22歳（大卒初任給、独身）
月額 176,700円 年間給与 2,721,984円

○ 35歳（主任、配偶者・子１人）
月額 333,524円 年間給与 5,357,567円

○ 45歳（係長、配偶者・子２人）
月額 417,464円 年間給与 6,760,868円

当法人においては、平成16年より職員の発揮した能率または勤務成績を給与に反映してい
るが、平成24年度から人事評価結果を踏まえて本給月額、勤勉手当の支給割合を決定してい
る。

俸給については、昇給日前1年間の勤務実績をもとに勤務成績を判定し、昇給の区分を

5段階（Ａ～Ｅ）に決定。各昇給区分ごとに定められた号俸数分昇給させている。

各基準日における職員の勤務成績を、「特に優秀な者」、「優秀な者」、「良好な者」、「上記

以外の者」等に区分し、それぞれの区分に基づく成績率を乗じて支給している。
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総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

・ 「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」についての分析

国家公務員の給与の改定及び「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」
（平成24年8月7日閣議決定）に基づく国家公務員の退職手当の見直しに準じた退職手当
減額支給措置等、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行っている。
一般職の職員の給与に関する法律等の改正に基づき、平成27年4月1日より役職員の本

給の平均2％引き下げや都市手当率の引き上げなどがあったものの、前年度から人員が
減ったこともあり、前年度に比較して平成27年度の「給与、報酬等支給総額」について
は10.1％、「最広義人件費」については4.8％減少した。

・ 退職手当の支給水準引下げ等について

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）
に基づき、役職員の退職手当について平成25年1月から以下の措置を講じている。

・役員に関する講じた措置の概要

退職手当支給額の算出に用いる、退職の日における本給月額に乗じる割合（従前100
分の12.5）を、平成25年1月から100分の12.5に100分の98を乗じて得た割合、平成25年
10月から100分の12.5に100分の92を乗じて得た割合、平成26年7月から100分の12.5に
100分の87を乗じて得た割合に引き下げることとした。

特になし
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